































































































































































































































































































































































































































































































































































































































文言を削除した， (i) このことは， I日民法の立案過程に参加した井上毅が
削除の趣旨を「行政権による公権力の行使に起困する損害賠償責任を否定す























































































































































































































































































































































































































































































































































168) W枢空普段会議議事録三』東京大学出版会， 1984年， 144頁以下。染野義信「司法制
















































183) 本節(2)および5(2)， とくに大判 1891(明治 24)・4・7裁判粋誌・民事集6巻 135
頁(長野県知事選法処分取消請求事件)，大半U1897 (明治 30)・3・26民録3輯 3巻 178
頁(鉄道路線決演援護要償請求事件)など参照。
184) 損失補償請求事件の却下判決の例として 1907(明治 40)・5・6民録 13輯 476頁(徴
発賠償金請求事件)，公法人に対する請求である奈佐理由とする却下判決の例として
1899 (明治 32)・6・泌氏録5輯6巻 89頁(水路工事取除復旧議求事件)， 1914 (大正
3)・1・9民録20鵜 762頁(商業会議所滞納経費請求事件)，公法上の債権であること
を理由とする却下判決の例として 1900(明治 33)・6・14民録6輯 6巻 64貰(官吏俸








(編)W日本近代立法資料議書 1l.l商事法務研究会， 1988年， 216頁(第8問・ 1888
年〔明治 21年J10月2臼)。
189) 法律取調委員会 f民法家案再認査案議事筆記j法務大臣宮房司法法制調査部(編)
rs本近代立法資料議書 15Jl商事法務研究会， 1988年， 67頁。
190) モッセ・前掲注 37)1国ノ民法上損害賠償義務ニ関スノレ窓見J。




192) 前掲注 19) r井上毅伝史料編第五~ 80 J[。
193) 前掲注 191) r井上毅伝史料編第四~ 639賞。
194) 外国人法律顧問および法律取締委員会の各委員の意見は， I民法草案財産編第三七
三条 国家ノ責任ニ関スノレ意見(完)J (法律取調委員会「民法草案財産編第三七三条
ニ関スノレ意見J)法務大臣官房司法法制調査部(編) r 日本近代立法資料議書 16~ 商事
法務， 1988年， 1頁以下に掲載されている。


































203) 東京地判2002・6・28訟務月報49巻 1号 31賞。ほかに，前掲注70)・75)など参照。
204) 以上のような井上の見解については，前掲注 18). 25)・26)・47)・181)など参照。
205) 近藤・前掲浅64)224-225頁。
206) 稽陰文庫B-2300。
207) 近藤・前掲注65)参照。
〔付記〕本研究は， 2004-2005年度科学研究費補助金(基盤研究C)および2006
年度早稲田大学特定課題研究助成費による研究成果の一部である。
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